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2C9 科学技術政策コンセプトの 進イヒ プロセス 
一計量書誌学的アプローチに よ るダ イ ナミクスの分析 一 

0 永田晃 也 ，藤墳裕子 ( 科技庁・科学技術政策研 ) 

1 . はじめに 

多様なステークホルダ 一の利害の調整を 軽 て 政策シナリオの 設定が行われる 公共政策の立案プロセスは、 諸個 
人の認知、 パースペクティブなどを 他者と共有可能な 概念 ( コンセプト ) として表出する「コンセプト 創造」の 
プロセスとして 捉えることができる。 その時代ごとの 課題や対応する 政策のあ り方をうまく 反映したキーコンセ 
プト は 、 多くの利害関係者によるコンセンサスの 形成に役立ち、 広範な影響力をもたらす 政策の展開につながる 

のであ る。 
しかし、 わが国における 政策コンセプトの 創造は、 意識的に推進         たとは言いがたい 状況にあ る。 この 

点は近年、 企業の技術経営において 独創的な経営コンセ                               の重要性に対する 認識が深まり、 

コンセプト創造に 関連する効果的なマネジメントのあ り方が議論                       比べると対照的であ る。 コン 

セプト志向の 政策が立ち遅れている 要因としては、 政策立案に関わる 制度的な背景とともに、 そもそも政策コン 
セプトの消長のダイナミクス 自体が複雑で 捉えがたいこと、 またコンセプト 形成のための 知識ないしノウハウが 

組織や政策担当者個人の 経験 知 として埋め込まれて (emb ㎡ 戒 おり、 客観的な方法論として 反省される機会が 少な 
かったことなどが 考えられる。 
この研究は以上の 問題意識に基づき、 国 レベルでの技術経営を 対象とする科学技術政策について、 その政策 コ 
ンセプトがどのように 生成され、 正当化、 普及、 定着などの一連の 過程を辿ってきたのかを 明らかにしようとす 
るものであ る。 このことは、 科学技術政策の 歴史を、 政策コンセプトのダイナミックな 進化のプロセスとして 捉 
える視点から 再検討することを 意味する。 また、 このような研究の 視点は、 最終的に我々を 新しい政策コンセプ 
トを 創造するための 条件ないし方法論の 抽出へと導くであ ろう。 ただし、 現段階では我々の 研究は緒に就いたば 
かりであ り、 本報告の内容はフィージビリティ ，スタディの 中間報告としての 性格を持っている。 

2. 研究の方法 
科学技術政策コンセプトの 消長を追跡するという 目的のためには、 い く っか のデータの利用可能性が 考えられ 

る 。 

その一つは、 科学技術関係予算の 文書であ り、 そこからは、 どのような名称の 施策が行われてきたかを 網羅的 
に 把握することができる。 このような、 いわば政策立案プロセスの 出口から得られるタイプの 情報には、 各種の 

政策が実際にどの 程度の規模で 実行に移されたのかが 把握できるという 利点があ る。 しかし、 予算関係の文書な 
どに現れる施策の 名称には、 しばしばその 背後にあ る政策目標が 非常にプレークダウンされた 形で表現されてい 
るため、 元となった政策コンセプトを 同定することが 困難であ る場合が少なくない。 

もう一つの利用可能なデータは、 政策立案プロセスの 初期段階において、 政策の指針として 策定される文書で 
あ る。 わが国の科学技術政策については、 最高レベルでの 政策目標の設定や 基本方針の策定を 審議する「科学技 
術会議」に 26 答申などが、 そのような性格を 持ったテキストとして 利用できる。 科学技術会議の 政策文書は、 
明文化された 政策コンセプトの 体系を示しており、 我々の研究目的に 最も適合した 素材になり得ると 思われる。 
つぎに、 政策文書のようなテキストを 対象とするならば、 それらを客観的なデータとして 処理するための 具体 
的な方法を選択することが 課題となる。 我々は、 この課題に対して、 いわかる計量書誌学的なアプローチの 応用 
を 考える。 
計量書誌学 (bibIiome ㎡ cs) 的アプローチとは、 文献のもつ情報を 量的に把握することを 通して、 知的活動のアウ 
トプットを定量的に 扱おうとする 系統的な分析手段であ り、 特に科学技術活動を 対象とした研究は 近年、 
scientomel 「 hCs と呼ばれている。 具体的には、 語 分析 ( 特定の文献を 語単位にデータペース 化し、 その頻度を調べ 

る ) 、 兵語分析 (1 つめ 文献 内 、 節内、 パラバラフ 内 、 あ るいは一文内などの 単位の中で、 2 つの語が共に 出現 
する頻度を計算し、 それを用いて 語 間の距離を定義して 付置を決める ) 、 あ るいは引用分析 ( あ る文献に引用さ 
れている文献を 用いて、 論文単位、 ジャーナル単位での 引用関係を集計し 分析する ) などがあ る ( し ydesdo 践 1995) 。 
前 二者の分析においては、 対象となる文献の 全文が用いられることもあ れば、 アブストラクトのみ、 タイトルの 
みを分析対象とする 場合もあ る。 代表的な先行研究としては、 論文テーマおよびアブストラクトに 出現した失語 
分析を用いて、 化学および応用化学における 科学の地図 (Science-map) を作成しようとしたもの (Peters, 
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et.al.,1993) , やはり兵語分析を 用いてあ る分野内の科学者集団の 関心の変遷をおったもの (Callon,1983) 、 あ るい 
は 引用関係を用いてジャーナルを 単位に科学の 地図を作成しょうとしたもの ( し ydesdo ㎡， el.aI.,1997) などがあ る。 
計量書誌学の 方法論は、 以上のように 論文やジャーナルなどの 知的成果物の 分析を通じて 発展してきたもので 
あ るが、 我々の研究ではそれらを 政策文書の分析に 応用しようとする。 このような試みは、 まだ前例がないこと 
から、 我々の研究は 政策研究であ ると同時に、 計量書誌学の 可能性を探求するといった 性格も有することになる 
であ ろ       
我々が分析の 対象とした政策文書は 科学技術会議に よ る全ての答申であ り、 それらは科学技術会議が 設置され 
た 1959 年から最近までの 間に、 合計 23 回の諮問に対して 行われている ( 表 1) 。 それらの全文を 電子化して デ一 
タベースとして 扱える環境を 整え、 まず政策用語の 簡単な頻度分析を 実施した。 ただし、 表 1 にみられる 26 に 、 
過去の答申の 中には特定の 科学技術分野の 研究開発基本計画の 諮問に対するもの (7 、 8 、 9 、 1 0 、 1 4 、 1 
5 および 1 7 の各号 ) があ るが、 それらは今回の 分析の対象からは 除外した " 。 したがって、 以下の分析結果は   
それらを除く 16 回分の答申に 関するものであ る。 

表 1. 科学技術会議の 答申 

名 称 答申年月日 
  子 の 小口 ほ ついて に   1960.10.4   

1959.12.2     1963.7.9   

Ⅰ 969.10 ． 3 Ⅰ     1971.4.2 Ⅰ   

1977.5.25   

1978.7.28     Ⅰ 979.8.9   

Ⅰ 981.7.6   

1984.4.24 

  

1985.12.3   

1987.8.28     Ⅰ 987.8.28   

1989.3.14     1989.12.5   

Ⅰ 990 ． 6.22   

1992.1.24     1992.12.2   

1994.12.12   

Ⅰ 994.12.12     Ⅰ 995.11.29   

諮問第 23 号「科学技術基本計画について l に対する答申 1996.6.24   

はじめに、 科学技術の政策コンセプトを 表す用語 45 話 と 、 政策的な価値判断を 明示的ないし 潜在的に表す 語に 
れを評価 語 と呼ぶ ) 23 語の計 68 語を設定し、 それらが各答申の 中で出現している 頻度を計測した 目 。 この 68 語の 
設定に当たっては、 出現頻度が高くなると 予想、 される 語 ( 各答申の目玉となった 政策コンセプトに 関連する 語な 
ど ) を 選択的に取り 上げた。 

3, 初期的な分析結果 
以下では、 これまでに我々が 行った初期的な 分析の結果について 述べる。 
表 2 の計測結果が 示すように、 我々が選択した 語の中では、 「情報」、 「総合」、 「人間」、 「国立試験研究機 
関」、 「エネルギー」等の 出現頻度が高くなっている。 「情報」という 語は、 単独で使用される 以外に、 他の語 
と結びついて 別の単語 ( 例えば「科学技術情報」、 「情報技術」など ) を構成することが 非常に多いことから、 
出現頻度が突出している。 また、 「総合」という 語は、 科学技術会議におけ 審議が、 国全体としての 科学技術政 
策の基本指針をまとめるものであ るため、 頻繁に用いられている。 このように、 常に相対的な 出現頻度が高い 語 
を 除くと、 語の出現頻度分布にはいくつかのパターンが 存在することが 分かる。 
一つは、 あ る間隔をおいて 繰り返し出現頻度の 高くなる語であ って、 それは語の表す 政策課題などが 周期的に 
主要なアジェン ダ として取り上げられていることを 端的に示している。 その典型的な 例の一つは、 「国立試験 研 
究 機関」であ る。 この語の出現頻度は、 国立試験研究機関のあ り方が取り上げられた 諮問第 3 号と 13 号に対する答 
申で突出しており、 科学技術基本計画についての 諮問 ( 第 23 号 ) に対する答申でもやや 高くなっている。 「創造」、 「基礎研究」などの 語も、 出現頻度の高くなる 時期が繰り返し 訪れている ( 図 1 ） 
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図 1. 周期的な頻度分布を 持つ 政 策用語の例 
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図 2. 単峰 型の頻度分布 を 持つ政策用語の 例 
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表 3. 主な答申における 語の出現顔 皮 ランキング 

1 t 立 2 位 と 3 ィ 正 4 位 5 位 

第 1 号 情報 (245) 総合 (110) 生産性 (62) エネルギⅠ 33) 競争 (27) 

第 3 号 国立試験研究機関 (88) 総合 (65) 基礎研究 (33) 重点 (20) 生産性 (9) 
第 4 号 情報 (421) 国際協力 (@6) 円滑 (l4) 知識 (l0) 総合 (7) 

第 5 号 情報 (l24) 総合 (52) プロジェクト (46) 人間 (39) ライフサイエンス (25) 

第 6 号 情報 (84) エネルギⅠ 78) 安全 (72) 総合 (46) 人間 (22) 
第 ll 号 情報 (115) 人間 ( ㏄ ) 総合 (84) ェ ネルギⅠ 76)  安全 ( 材 ) 

第 13 号 国立試験研究機 莉 88) 基礎的   九さ 抑択 20) 創 j き (7) 研究環境 (6) 
研究評価 (6) 

第 l6 号 情報 (75) 知的所有権 (l8) 研究支援 (l7) ネットワーク (9)  国立試験研究機関 (8) 

第 l8 号 情報 (35) 人類 (24) 人間 (2% 国立試験研究機関 (22) 

基礎研 荊 22) 
第 l9 号 人間 (1l0) ソフト系科学技術 (55) 情執 43) 知識 (25) 総合 (l6) 

第 2[@ 号 情報 (48) 創造 (4 り 知詣 (28) 研究支援 (23) 人間 (l7) 
第 21 号 情報 (33) 人間 (25) 知識 (24) 総合い 9) 安全 (l0) 
第 22 号 情報 (70) 国立試験研究 抜関 (30) 創造 り 4) 総合 (@2) 

ネットワーク (30) 

第 23 号 情報 (48) 国立試験研究機関 (4l) 円滑 (23) 研究支援 (l9) 競争 (@8) 

注 : ㏄内は出現回数を 示す。 
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もう一つの出現頻度分布のバターンは、 過去 1 度だけブームが 観測されるものであ る ( 図 2) 。 例えば、 「エ 
ネルギー」という 語の出現頻度は、 石油危機以降の 総合的基本政策の 諮問に対する 二つの答申 ( 第 6 号および第 11 

号 ) で著しく高くなっている。 また、 「生産性」は 第 1 号答申では頻繁に 用いられた語であ るが、 その後の出現顔 

度は顕著に低下し、 第 12 号答申以降はほとんど 用いられていない。 この点は、 主要な政策の 関心事が既存技術に 
よる経済成長の 達成から新技術の 開発へとシフトしたこと、 あ るいは科学技術政策が 次第に産業政策のフレーム 
から独立していった 経緯を反映しているものと 考えられる。 いわゆる技術摩擦が 顕在化した 1980 年代未には、 「知 

的所有権 ( または知的財産権 ) 」という語が 初めて出現している。 このように、 単峰 型の出現頻度分布を 持つ政 
策語の消長には、 科学技術をとりまくマクロな 環境要因の変化が 関わっているケースが 多い。 以上は個々の 語の 

時系列変化から 指摘できる特徴であ る。 
つぎに各答申ごとの 特徴を明らかにするために、 語の出現頻度ランキンバを 答申別にまとめてみた。 表 3 に 示 

す 結果は、 各時期における 科学技術政策の ヵ ラ ー を端的に表している。 これを、 個別の語の時系列変化と 関連づ 

けてみると、 いくつかの興味深い 点が指摘できる。 
例えば、 「国立試験研究機関」のあ り方が示された 第 3 号答申と第 13 号答申を比較すると、 両者の ヵ ラ ーは 明ら 
かに異なっていることが 分かる。 すな ね ち、 第 3 号答申では「国立試験研究機関」についで「総合」、 「基礎研究」、 
「重点」、 「生産性」といった 語の出現頻度が 高くなっているのに 対して、 第 13 号答申では「国立試験研究機関」 

の 出現頻度は第 3 号と同じく 88 回であ るが、 これについで 出現頻度の高い 語は、 「基礎的・先導的」、 「創造」、 

「研究環境」、 「研究評価」となっている。 国立試験研究機関のあ り方をめぐる 議論は、 この二つの答申を 隔て 
る四半世紀の 間に、 「基礎研究」の 充実という目標を「基礎的，先導的」で「創造」的な 研究の推進へと 置き換 
えると同時に、 そのための具体的な 方策の検討課題を「研究環境」や「研究評価」に 絞り込む程度に、 認識の進 
化を経験したと 見ることができる。 また、 第 23 号答申では国立試験研究機関における「研究支援」の 問題や「 競 
争 」的環境の導入などが 盛んに議論されている。 第 23 号答申は科学技術基本計画に 関するものであ って、 そこで 

取り上げられた 問題は国立試験研究機関のあ り方に限らないが、 ここで頻出語として 現れた「研究支援」や「競 
争」が取り分け 国立試験研究機関 ( および国立大学 ) に関する議論の 文脈を構成するものであ ったことは、 後述 

する兵語分析によって 明らかになるであ ろう。 
一方、 近接した答申の 間では、 ほとんど特徴的な 差異が見受けられない 場合もあ る。 例えば、 前述の石油危機 
以降の総合的基本政策の 諮問に対する 二つの答申 ( 第 6 号および第 11 号 ) の間隔は 7 年間であ るが、 両者の頻出語 
は順序は異なるものの 上位 5 項目まで共通しており、 政策課題のプライオリティがほとんど 変化していなかったこ 

とが窺える。 
この ょう に単純な 話 分析のレベルでも、 政策文書を対象とする 計量書誌学的接近は、 政策コンセプトの 変遷に 

関する多様な 情報を提供するのであ る。 

4. 今後の研究課題 
今回の分析によって、 科学技術政策コンセプトの 変遷を定量的に 把握する上で、 政策文書に対する 計量書誌学 
的なアプローチは 一定の有効性を 持つことが確認された。 しかし、 これまでの分析の 結果はフィージビリティの 

確認に止まっており、 政策コンセプトの 進化のダイナミクスを 解明するという 本来の研究目的のためには、 よ り 

高度な分析手法の 応用を進める 必要があ る。 
例えば、 あ る政策用語の 持つ意味は、 それがどのような 文脈で用いられるかによって 微妙に異なる 場合がる。 
あ るいは、 政策コンセプトの 変化が、 あ る政策用語を 用いる文脈を 変える場合があ る。 このようなコンテキスト 
の 変化は、 単純な 話 分析によっては 追跡することができない。 しかし、 語 間の距離を定量化する 兵語分析は、 有 

効な手法となり 得るであ ろう。 そこで、 我々はセンテンスを 分析単位とした、 2 つの語の共出現頻度の 計測を計 

画している。 また、 失語分析によって 共 出現頻度データのマトリクスが 得られれば、 そのデータに 多 変量解析の 

各種手法を適用することにより、 政策用語の共通因子を 潜在的な政策の 志向性として 抽出したり、 政策コンセプ 
トのクラスターを 定義し、 その時系列的な 変化を追跡するといった 展開も可能になるであ ろう。 
さらには、 兵語分析の結果を 踏まえて政策コンセプトの 意味連関 ( すなね ち、 そのコンセプトがどのような 目 

的志向性を持ち、 どのような具体的施策を 内容として含み、 過去のどのような 政策コンセプトを 継承しているの 
か ) を マッ ピンバ し 、 その意味連関と 背後にあ るマクロ経済および 社会的なコンテキストの 変化の関連を 検討す 
ることも課題となる。 この段階の研究では、 代表的な政策コンセプトの 生成に関与した 審議会メンバー、 政策担 
当者、 提言団体等へのインタビュ 一による裏 付けを重点的に 行うとともに、 政策用語の社会的な 受容性に関する 
補完的な調査を 実施することになるであ ろう。 
それらの分析によって、 政策コンセプトと 科学技術活動をとりまくマクロな 文脈の共進化構造の 有無を検証し、 
新たな政策コンセプトが 形成される条件や、 高次の意味作用を 持ち広範な施策を 呼び込むコンセプトの 特性に関 
する理解が得られるものと 期待される。 
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[ 注 ] 
1. ただし、 諮問第 19 号「ソフト系科学技術に 関する研究開発基本計画について」に 対する答申は、 ソフト系科学技 
術というカテゴリーを 示す用語が、 科学技術分野の 単なる名称ではなく、 一つの政策コンセプトに 対 G している 
ため、 分析の対象に 含めることとした。 
2. 分析の客観性を 高めるためには、 対象とする語を 予め指定するのではなく、 文節単位で検索できる 全ての語の出 
現 頻度を計測することが 望ましい。 そのような分析は、 研究のつぎの 段階で実施されるであ ろう。 また、 仝 回 試 
みた分析には、 テキスト全体の 長さが語の出現頻度に 及ぼす影響を 考慮していないという 課題が残されている。 
この課題に対応するためには、 テキスト全体の 語数によって 出現頻度データを 正規化する必要があ ろう。 我々は 
既に語数の代わりに 文字数を用いてデータの 正規化を試みたが、 以下に述べる 分析結果については、 正規化 デ一 
タ からもほぼ同様の 傾向が認められた。 
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